






































































































































































































































































































































































































































































口 2629 0．96％ 389 0．20％
939 0．34％ 784 0．41％
・パルプ 1238 0．45％ 651 0．34％
・　騙 2306 0．84％ 2585 1．糾％
、A　　　　。 28451 10．42％ 5220 Z70％
●
3145 1．15％ 670 0．35％
口 2509 0．92％ 450 023％
その ll322 4．15％ 3184 L65％
・
1401 051％ 487 025％
ゴム 3U5 1．14％ 1216 0．63％
4345 1．59％ 1915 0．99％
工 12054 4．42％ 3658 1．90％
10999　　　　　　4．03％ 4575 Z37％
口 4260 L56％ 3134 1．62％
一 31400 1150％ 71177 36．88％85935 3L48％ 27365 14．18％
27671 10．14％ 34882 18．07％
その 5084 L86％ 12522 6．49％
27386 10．03％ 8276 4．29％
その 6827 ：L50％ 986！ 5．1夏％






・ 許比率（1985〕 1985S＆El960 S＆El970 S＆E1980｝ S＆El985｝
食品 0．33 0．05 2548　　　6．38％ 4519　　　5．16％ 6092　　　3．72％8063　　　3，74％
繊維 0．28 0．24 1809　　　453％ 2543　　　Z90％3846　　　2．35％ 3312　　　154％
紙・パルプ 0．66 0．35 733　　　L84％ 1149　　　L31％1355　　　0．鴎％ 1867　　087％
出版・印刷 3．oo 3．36 96　　　0．24％ 604　　　0．69％ 485　　　0．30％ 769　　　0．36％
総合化学・化掌繊維 1．85 0．34 4206　　1054％n331　　12．93％12284　　　7．50％15338　　7．U％
油脂・塗料 0．53 0．U 1749　　　438％ 3533　　　4．03％ 5325　　　3．25％5882　　　Z73％
医薬品 0．22 0．04 1633　　　4．09％ 4331　　　4．94％ 9309　　　5．68％11325　　　5，25％
その他化学 1．78 050 1063　　　Z66％ 2370　　　Z70％4638　　　2，83％ 6343　　　Z94％
石油・石炭 0．80 0．28 1254　　　3．14％ 671　　　0．η％ Bl6　　　0，80％ 1748　　　0．81％
ゴム 0．82 α32 1307　　　327％ 1392　　　159％3180　　　1．94％ 3807　　　L77％
窯業 0．73 α32 1130　　　2，83％2422　　　Z76％5355　　　3．27％ 5934　　　Z75％
鉄鋼 Z28 0．69 1407　　　352％ 3111　　　3．55％ 4434　　　λ71％ 5278　　　Z45％
非鉄金属 3．24 1．35 1766　　　4．42％ 1597　　　1，82％ 2385　　　L46％ 3390　　　L57％
金属加工 0．79 058 713　　　1．79％ 1894　　　2．k6％4U7　　　251％ 5413　　　251％
一般機械 1．59 3．61 2993　　　750％ 8192　　　9．35％ 15273　　　9．32％19694　　　9．且3％
電気機械 1．07 034 9942　　24．90％25722　　29．35％55467　　33．85％80077　　37．14％
自動車 1．61 ZO2 1054　　　2．64％ 4847　　　5．53％ 12026　　　7．34％17239　　　7．99％
その他輪送用機械 LO4 256 1579　　　3．96％ 1572　　　L79％ 4143　　　Z53％4884　　　2．27％
精密機械 2．54 α77 1754　　　4．39％ 2757　　　3，15％ 6188　　　3．78％10791　　　5．00％
その他製造業 1．53 Z20 1188　　　Z98％ 3076　　　351％6649　　　4ρ6％ 4474　　　2．07％
合計 L27 0．90 39924　　100．00％87633　　100，00％！63867　　100．00％215628　　100．00％
特許一S＆E比率（実績） LO1 1．39 1．10 1．31
特許一S＆E比率（推定） L27 1．28 L24 1．27
案用新案一S＆E比率（実績） 1．47 151 L11 0．89







































































































































































曹 代Ave，1972・1978B：Ave．1979・1985BIAC；Ave．197Z・1978 D：Ave．1979・1985D C
口 444745．67 583487．671．31 7．76 10．41 客66
169547．83 195且36．281．15 3．27 6．81 3．54
・パルプ 102742．70 且25075．491．2 Z87 4．21 1．34
・E刷 22961．42 38268．111．6 Zl6 3．36 1．20
、ム　　　　。 1540502．28 1730877．891．1 ＆33 ＆86 0．53












559375．10 809023．241．45 7．80 6．60 一1．20
277598．23 330856．401．1 5．09 3．27 ．1．81
口 130696．89 237015．611．81 L60 Z77 1．17
97642398 13605575913 z41 Z60 019
2257070．81 3271956．39L45 531 3．89 一L43
957350．63 16836且7．71L7 4．91 3．64 ・1．27











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































C1 C2 C3 Cl18
n Aト1 A2－1 A3－1 Al18－1?
A1・2 A2。2 A3－2 Al18・2?
A1－3 A3－2 A3－3 Al18甲3
131 A1・31 A2・31A3－31 Al18－31
ム言 A且 A2 A3 A118
Ai・j：425社にっいてai’bjを合計
図3－5ウエイト・マトリックス
Wi－」；Aij！Ai
　この方法は，2つの問題を含んでいる。1つめは，
事業構成比のデータが十分ではないことである。
われわれがデーターソースとして用いた年鑑に示
されたデータの詳しさは，企業によって異なる。
われわれは，ある企業については，他の情報から
その事業構成比を推測しなければならなかった。
2番目の問題はもっと深刻で，事業ごとの売上構
成比がウエイトとして満足のいくものであるかど
うかということである。なぜなら，企業によって
は，売上構成は発明活動の比率を正確に反映して
いないからである。
　【注】
1本稿は，AGoto　ed．，　Innovation　in　laPan（仮
　題）に収録予定の論文を加筆・修正したものであ
　る。本稿作成の過程で，後藤晃先生（一橋大学）
　をはじめ，ワークショップ「日本の技術革新」の
　参加者から有益なコメントをいただいた。また，
　日本特許情報機構PATOLIS事業部長大山勝弘
　氏からは，特許データの分類についてご教示いた
2
3
???
??
8
9
?
だくとともに，データの入手に際して多大な便宜
を図ってくださった。なお，筆者は，本稿のもと
になる研究に対し，学習院大学経済経営研究所よ
り研究助成を受けた。
アメリカの特許制度と日本のそれとはかなり異
なる。とくに，アメリカでは先発明主義がとられ
ているのに対し，日本では先願主義がとられてい
る。しかし，この制度上の違いは両国を比較する
ことの致命的欠陥にはならないかもしれない。な
ぜなら，アメリカにおける全出願者の90％以上
が，先願主義に近い形で処理されている。さらに，
アメリカにおいて先発明主義に抵触する比率は，
年100，000件の出願のうち平均0．2％にすぎない。
日本とアメリカの制度の比較については，村上
（1990）が詳しい。
詳しい計算方法については，付論1を参照された
い。また，審査請求制度のために，日本における
審査期間は長い。これについては，以下で詳しく
述べる。
実用新案については，以下で詳しく述べる。
本稿では，特許一R＆D比率は考えなかった。そ
れは，適切なR＆Dデフレーターが容易には手
に入らなかったからである。
吉藤（1991）を参照されたい。
日本においてノウハウは，不正競争防止法で保護
されている。1990年に，他の先進国と同様に，ノ
ウハウの保有者が差し止め請求できるようにこ
の法律の改正がなされた。
しかしながら1994年の改正で，実用新案には登
録のために実質的な審査が不必要になった。それ
により現在では，実用新案の役割は急激に低下し
た。
出願後の修正は，1994年の改正で制限されるよう
になった。改正の主要な点は，出願者が実質的な
審査の後は1回しかクレームを修正できないと
いうことである。
特許庁（1991）を参照されたい。
ここで特許集約産業とは，その産業で行われた発
18
　　明が，実用新案ではなく主に特許に出願される産
　　業をいう。実用新案集約産業はその逆である。以
　　下で見るように医薬品産業は，数の上では，特許
　　出願数は少ないし，特許一S＆E比率も低い。し
　　かし，医薬品産業で行われた研究開発活動の成果
　　は，実用新案ではなく，主に特許として申請され
　　ているため，ここでは特許集約産業と考えられる
　　のである。
12例えば，Scherer（1976），　Griliches（1989）を参
　　照されたい。
13企業レベルの出願データは，日本特許情報機構の
　　PATOLISというデータベースから入手できる。
　　データセットの正確性を追求するためには，約
　　600のコードからなるIPCコードのサブ・クラス
　　を用いるのが望ましい。しかし，われわれは全出
　　願に対する満足できるカバレッジで対応する企
　　業レベルのデータを整理することができなかっ
　　たため，118のクラスによって分類されたデータ
　　を用いた。
14本稿において産業分類は，S＆Eのデータソース
　　である総務庁大臣官房の『科学技術研究調査報
　　告』の分類にほぼ対応している。事業構成比は，
　　『日経会社年鑑』にもとついている。
15　データの作り方について詳しくは，付論2を参照
　　されたい。
16われわれの産業分類では，家庭用品はその他製造
　　業に含まれる。
17　研究開発ストックの詳しい算出方法については，
　　後藤（1993）を参照されたい。それぞれのデータ
　　ソースは以下の通りである。
　　社内使用R＆D支出（百万円）：総務庁統計局，
　　『科学技術研究調査報告』
　　R＆Dデフレーター：科学技術庁，『科学技術白
　　書』
　　陳腐化率（特許の生存期間の逆数）：科学技術庁，
　　「科学技術白書』
　　SE：総務庁統計局，『科学技術研究調査報告』
18BASICのデータソースは，総務庁統計局，『科学
　　技術研究調査報告』である。
19TIは技術導入額（百万円）であり，データソース
　　は『科学技術研究調査報告』である。
20　SALES（百万円）のデータソースは，通産省大臣
　　官房，『工業統計表（産業別）』である。
21　日本の特許制度に関するほとんどのデータは，
　　『特許庁年報』に載っている。
22詳しくは付論1を参照されたい。
23審査請求率の推移は以下の通り。
年：　’71　’72　’73　’74　’75　’76　’77　’78
割合：70．470．569．069．168．666．466．567．1
年　：　　　’79　　　’80　　　’81　　　’82　　　’83　　　’84　　　’85
割合：65．6　64．2　62．5　60．1　59．3　57．8　54．1
24　Hall　et　al．（1986）は，アメリカでは，　R＆Dと
　　出願が，いずれかがリードしていたりラグがあっ
　　たりするのではなく，同時的関係にあるように見L
　　えると述べている。
25特許（もしくは実用新案）の残存件数は，特許庁
　　年報にもとついている。
26Scotchmer（1991）は，研究活動に関する累積的
　　性質について議論し，ほとんどの技術進歩は既存
　　のイノベーションによって基礎が供給されるこ
　　とを強調している。これは一般的には広い意味で
　　の発明活動について当てはまるだろうが，登録の
　　判断は審査官の権限であり，その判断が，審査前
　　の出願と登録された特許の間の技術上の特徴の
　　若干の違いを生み出すであろう。
27　　　　　　　　　　　　　　　“『
??
もちろんこの結果だけでは，mvention　demand”
仮説を完全に否定することはできない。需要の成
長は同時に技術輸入に影響を与えたのかもしれ
ない。たとえば後藤（1993）は，日本の急速な需
要の成長が技術導入を刺激したと述べている。
特許庁（1991）を参照されたい。
もっともわれわれは，何らかの別の方法を採用す
れば観察期間をのばすことができる。しかし，い
くつかの観察期間を採用してみても，満足のいく
結果は得られなかった。ゆえにわれわれは，登録
前の公開制度，審査請求制度，単項制の登録一S＆
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　　　E比率の決定要因としての影響を調べることを
　　　あきらめざるをえなかった。
30Griliches（1989；1990）は，アメリカにおいて特
　　　許登録数の主要な決定要因は特許庁に雇われて
　　　いる審査官数であることを示した。ところが日本
　　　では，従属変数を特許の登録件数としたわれわれ
　　　の予備的な回帰分析では，同じような関係を見い
　　　だすことはできなかった。ゆえに，われわれはそ
　　　の結果を本稿では報告していない。
31発明活動以外にも，Goto＝Odagiri（1993）が指
　　　摘しているように，海外からの重要な技術進歩が
　　　日本の製造業の生産性の向上に多大な貢献をし
　　　た。
32　Yale－Canadaコンコーダンスについては，例えば
　　　Englander　et　al．（1988），　Annex　Aを参照された
　　　い。
33事業構成比のデータは，『日経会社年鑑』にもとつ
　　　いている。
34PATORISは日本特許情報機構によって構築さ
　　　れたデータベースである。
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